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● 日本の企業、研究機関等が保有する高度な技術情報等を、自国産業の強化や軍事
技術への転用しようとする外国に狙われる可能性があります。

● 技術情報等の流出は、自社の損害だけでなく、取引先をはじめとする関連企業にも
及ぶ上、日本の技術的優位性の低下を招くなど、日本の独立、生存及び繁栄に影響を
与えかねません。

● 警察では、関係機関との連携を強化し、技術情報流出防止に向けた対策の一環とし
て、企業やアカデミア等を訪問して過去の検挙事例などに基づく各種情報の提供等の、
いわゆる「アウトリーチ活動」を展開しています。

≪サイバーセキュリティ情報SHIG＠≫デマやフェイクニュースに注意してください。

滋賀県警察本部 警備第一課 077-522-1231（代表）

今、注目のサイバーセキュリティ・経済安全保障に関する情報をお届けします。

RENEWAL

サイバー攻撃 諜報工作
経済活動

学術研究

SNSによるｱﾌﾟﾛｰﾁ
多額の金銭謝礼
脅迫・隠蔽工作
ﾍｯﾄﾞﾊﾝﾃｨﾝｸﾞ
etc.

共同研究
大学間協定
人材交流
買収、合弁
etc.

合法性・妥当性の濃淡の異なる様々な手法で
秘密情報が狙われるように

ランサムウェア
標的型による攻撃
マルウェア感染
不正アクセス
etc.


